
建設業界の労働生産性が低下を続けている。

建設業界は労働集約性の高さや重層的な分業

構造から、以前から他の産業に比べ労働生産性

が低かった。特に 90 年代に入ってからは、政

府の景気対策による公共投資増などにより就

業者数は増加したため、労働生産性が悪化した。

今後、公共投資の削減など厳しい環境を生き抜

くためには、従来から取組んできた施工の機械

化・部材のユニット化の推進に加え、間接部門

のスリム化や各業者の専門性を効果的に統合

する仕組み作りが求められよう。

90 年代に入ってから民間建築工事を中心に

建設投資が伸び悩むなかで、建設業の就業者数

はむしろ増加してきた。これは、景気対策とし

て公共投資が積増しされる中で、特に地方建設

業や中小建設業への配分が厚くなったことを

反映している。建設業の許可業者数は 90 年３

月末に大臣免許・知事免許あわせて 50.9 万業

者であったものが、97年３月末では56.5 万業

者と5.6万業者も増加した。建設業全体の就業

者数も91年度末の606万人から79万人増加し

た水準にある（図表－１）。

建設業の業種別の許可業者数をみると、土木

工事関係、特にしゅんせつや舗装、土木一式の

許可業者数の伸びが著しい。逆に建築一式の許

可業者数は横ばいで推移しており、90年以降の

建設業者の増加は業種別には主に土木工事関

係であったことを示している（図表－２）。

図図図図表表表表－－－－１１１１    建建建建設設設設投投投投資資資資とととと就就就就業業業業者者者者数数数数のののの推推推推移移移移

50.0

73.1
66.7

61.5

83.0
79.8

79.2
81.7

84.0
82.4

81.4

53.6

685677
654650630

606610
581

578566
527522

0

30

60

90

120

150

85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 (年度)

(兆円)

200

300

400

500

600

700
(万人)

建設投資(左目盛） 建設業就業者数（右目盛）

（注）就業者数は各年度末値。95、96 年度の建設投資額は実

績見込み

（資料）建設省「建設投資見通し」、総務庁統計局「労働力調

査報告」
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建設投資は 92 年度をピークに伸び悩んでい

るにもかかわらず、土木工事関係を中心に就業

者数が大幅に増加したため、建設業界の労働生

産性は悪化傾向にある。

建設業の役職員一人につき年間いくらの付

加価値を生み出したかという付加価値生産性

をみると、92 年度をピークに大幅な悪化を示

している。80 年代前半の「建設冬の時代」で

も付加価値生産性は悪化しておらず、これほど

大幅な悪化は戦後初めてである。

これを製造業と比較すると、92､93 年度を除

き、製造業の方が一貫して高い水準にある。ま

た 90 年度以降をみると、製造業は 93 年度を底

に改善し、96 年度にはバブル期を上回る水準

となっている。製造業は円高や景気の低迷に苦

しみつつも、着々とリストラを進めて体質強化

を図ったことがわかる。この結果、建設業と製

造業との格差は従来以上に拡大し、96 年度の

建設業の付加価値生産性は製造業の 83％に留

まっている（図表－３）。

また、許可業種別に 90 年度以降の付加価値

生産性をみると、下請比率の高い専門工事業者

の集まりである職別工事業において、付加価値

生産性の低下が著しい。公共投資の拡大による

恩恵を受けた土木工事業や土木建築業でも、95

年度には付加価値生産性が前年よりも悪化し

ており、建設業全体として需要以上に労働力を

抱え込んだことを物語る（図表－４）。

労働生産性が悪化した結果、97 年度以降、

財政再建による公共投資の減少と民間設備投

資の低迷が長期化の様相を示すと、建設業界の

雇用過剰感が顕著になり、景況感の悪化を増幅

することとなった。
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（資料）大蔵省「法人企業統計年報」
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業種分類は次のとおり

土木建築工事業：総合工事業のうち、土木の完成工事高

が２割以上８割未満を占めるもの

土 木 工 事 業：土木工事一式、ほ装工事、しゅんせつ

工事、水道施設工事、造園工事

建 築 工 事 業：建築工事一式

設 備 工 事 業：電気工事、菅工事、機械器具設置工事、

熱絶縁工事、電気通信工事、さく井工

事、消防施設工事、清掃施設工事

職 別 工 事 業：大工工事、左官工事、とび・大工ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ工事、石工事、屋根工事、ﾀｲﾙ・れ

んが・ﾌﾞﾛｯｸ工事、鋼構造物工事、鉄

筋工事、板金工事、ガラス工事、塗装

工事、防水工事、内装仕上工事、建具

工事

（資料）建設省「建設業の経営分析」

このように、建設業の労働生産性が製造業よ

りも長期間にわたり相対的に低い理由には、次

のような業界特有の問題があるとされる。

① 単品受注生産

 建設工事は工事ごとに個別性が強く、工事の

注文者の意向に大きく左右されるため、作業の

標準化・合理化が難しい。工事着工後に仕様変

更やクレーム処理を行なうことが多いなどの

問題もある。

 

② 労働集約型生産

立地条件の異なる単品受注生産であるうえ、

屋外での移動作業を伴うため労働集約性が高

い。95年度の労働分配率（付加価値額に占める

人件費の割合）は全産業平均で73％であるのに

対し、建設業は80％にのぼる。

③ 中小企業性

建設業 56 万５千業者のうち、資本金 1 億円

以上の企業はわずか 6061 社にとどまり、全体

の９割は資本金１億円未満の中小企業や個人

事業者が占める。このため、経営管理能力の未

熟な企業も多い。

④ 複雑な分業構造

 建設業界は年間 80 兆円にのぼる建設投資の

４分の１を上位 50 社の大手ゼネコンが受注す

る垂直構造となっている。また大手ゼネコンば

かりでなく、資本金規模の小さい業者でも完成

工事高に占める外注費の割合が４割を超え、専

門工事業者など他の下請業者に依存する形態

である。工事の大小にかかわらず単純な労務供

給型の下請から、専門性のある下請まで幅広い

しかも重層的な分業構造を形成しており、多段

階での施工管理を要する（図表－５）。

 しかし、下請けの重層化については批判的な

意見も少なくない。建設経済研究所が行ったア

ンケート調査でも、「今の実態からは仕方ない

が、今後なくしていくべきである」33.8％、「必

要なものであるが、不必要な重層下請もかなり

ある」22.3％と、半数以上の建設業者が現状の

重層的な分業構造について問題があると認識

している（図表－６）。

３３３３．．．．労労労労働働働働生生生生産産産産性性性性がががが相相相相対対対対的的的的にににに低低低低いいいい要要要要因因因因



⑤ 大きい繁閑の格差

受注の繁閑が大きく常庸労働者を抱えにく

い。１年のうちでも３月と９月に大きな受注の

山がある。特に３月は年間受注の16％を占める。

この結果、繁忙期には臨時雇用を増やすため労

働者全体の技能向上や熟練度向上を図りにく

い面がある。

図図図図表表表表－－－－５５５５    建建建建設設設設業業業業のののの外外外外注注注注比比比比率率率率（（（（資資資資本本本本金金金金階階階階層層層層別別別別））））
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(資料）建設省「建設業の経営分析」（95年度調査）
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(資料）建設経済研究所「平成９年度建設ｼｽﾃﾑ実態調査報告」

このような業界特性に加え、92年度以降の労

働生産性の悪化は、工事の小型化や工事単価の

下落、公共工事における中小企業への優先発注

などがもたらしたものとみられる。

⑥大規模工事の減少

バブル崩壊後は大都市部の商業ビルを中心

に大規模建築工事が減少した。大手ゼネコン50

社を対象とした建設省の建設工事受注Ａ調査

によれば、10 億円以上の工事は 91 年に 12.5

兆円あったものが97年には７兆円に減少した。

この結果、全体の受注額に占める大型工事比率

は 47.9％から 37.3％に低下した。このように

大型工事が減少した結果、工事の機械化・自動

化による高生産性工事が少なくなり、労働生産

性を低下させたと考えられる（図表－７）。

⑦間接部門の肥大化

また、80年代後半の受注急増時に建設会社の

組織や業務体制が水脹れし、その後の合理化が

遅れていることも一因である。総務庁の「労働

力調査」によれば、85年から96年にかけて建

設業の就業者数は140万人増加した。その職業

別の内訳をみると、直接部門よりも間接部門で

の増加による部分が大きい。建設業就業者の３

分の２を占める建設作業者はこの間 62 万人の

増加で、増加分の半分にも満たない。研究開発

部門や販売部門の人員は 90 年以降も削減され

ておらず、労働生産性を圧迫している（図表－

８）。

⑧工事単価の下落

加えて、施主の予算が厳しくなり、工事単価

の引き下げ要求に応じざるを得なかったこと

    ４４４４．．．．ババババブブブブルルルル期期期期のののの反反反反動動動動かかかからららら労労労労働働働働生生生生産産産産性性性性がががが低低低低下下下下



も、付加価値の減少を招いている。

⑨中小建設業対策による効率の悪化

このほか、政府の景気対策では、中小建設業

者の受注確保を図ることが方針として定めら

れており、分離分割発注や共同企業体方式によ

る発注を活用した。行き過ぎた分離分割発注は

工事の効率性を阻害するため、結果として労働

生産性の低下につながった面があるとされる。
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(資料）建設省「建設工事受注Ａ調査」
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５５５５．．．．労労労労働働働働生生生生産産産産性性性性向向向向上上上上にににに向向向向けけけけてててて

今後、建設投資が大きな成長を見込めないな

かで、建設業界はコストの一層の透明化要請、

廃棄物などの環境対策などの課題に取組みつ

つ、労働生産性の向上に取組まなければならな

い。そのための課題として、以下の点が挙げら

れる。

① 施工の機械化と部材のユニット化の推進

労働集約性を極力引き下げるべく、従来から

建設業界では機械化による自動化・省力化、プ

レキャストコンクリートなど新しい部材の開

発、部材のユニット化による工場生産化・工程

簡素化に取組んできた。今後も設計・施工面で

の改良や工期短縮など、安全性を重視しつつ更

なる生産システムの改善に努める必要がある。

ただし、安易な機械化は建設会社のもつ施工ノ

ウハウを建設機械メーカーに移転することと

なるので、施工ノウハウに見合う対価獲得にも

留意し、自社の技術力を向上させる必要がある。

②間接部門コストのスリム化

先にみたように、製造業が活発なリストラク

チャリングによって労働生産性を高めたのと

は対照的に、建設業では間接部門のリストラク

チャリングは進んでいない。これは比較的高水

準であった手持工事の消化が優先されたため

とされるが、厳しい経営環境の認識という面で

は甘さがあったと言わざるをえない。今後は直

接・間接を問わず、業務の見直しや情報ネット

ワーク化・アウトソーシングを進め、間接部門

の人員削減・配置転換により管理コストを削減

する必要がある。



③専門能力を統合した分業体制の構築

建設工事は、総合工事業者や各種の専門工事

業者がそれぞれ重層的にあるいは並列的に工

事を受け持ち、１つの工事を完成させていく体

制である。したがって、建設産業全体について

労働生産性を向上させようとすれば、数多くの

事業者の協力が不可欠である。

現状の大手ゼネコンを中心とした元請・下請

の関係は、安定的な取引関係に配慮した「もち

つもたれつ」の色彩が濃い。しかし、近年は競

争の激化によって従来のような元請・下請の関

係に変化が生じており、対等な取引関係を結ぶ

ケースも増加している。現在の分業体制の大枠

は維持しつつも、それぞれの工事業者が専門性

を発揮できれば工事生産性を向上させること

ができるのではなかろうか。各社が自らの専門

性・独自性の向上に努め、お互いの強みを効果

的に統合する分業体制を構築することは、建設

産業全体の労働生産性向上に貢献しよう。

④発注者との役割分担の明確化

労働生産性向上のための課題は建設業界の

構造的な問題を数多く含んでいるうえ、工事発

注者との関係のあり方や公共工事の入札・契約

方式など、建設業界だけでは解決の難しい問題

もある。しかし、財政再建を契機として公共事

業の効率性・透明性に批判が高まった結果、公

共工事の入札・契約に技術提案総合評価方式や

設計施工一括発注方式など、建設業の技術力を

生かす方向性が 98 年２月の中央建設業審議会

建議において打ち出された。民間工事において

も、施主から委託を受けて建築企画や建設業者

の選定、建築費の折衝を第3者が行なう「発注

代行サービス」が脚光を浴びており、発注者と

建設業者、あるいはゼネコンと専門工事業者の

役割分担に変化の兆しがでてきた。

建設業界が労働生産性改善に取り組むこと

は、今後の効率的な社会資本整備という側面か

らみると、経済全体の効率性向上と国際競争力

の向上につながり、ひいては建設産業の長期的

な発展にもつながると考えられる。

また一方で、これまで建設業界は他業界から

余剰労働力を吸収し、雇用の調整弁としての役

割を果たしてきた側面もある。労働生産性の改

善のみを目的として建設業界の効率化を図れ

ば、経営力の弱い中小下請建設業へのしわ寄せ

が懸念される。特に北海道、東北、沖縄など公

共投資への依存度の高い地域では公共投資の

削減によって深刻な雇用問題を引き起こしか

ねない状況にある。したがって建設業への依存

度の高い地域において新たな雇用機会を創出

し、構造調整の過程で生じる摩擦的な失業を吸

収するような環境作りが、政府の経済運営とし

て求められているのではなかろうか。それは従

来の公共投資のように現状の産業構造を前提

としたものではなく、長期的に雇用を生み出し

経済を活性化できる新たな事業創出策を基本

とすべきものであろう。

日本の建設投資額は名目ＧＤＰの 15％を占

め、建設産業が抱える構造問題は、わが国経済

全体に大きな影響を及ぼす。それだけに建設業

界・政府双方による解決策が長期的な観点から

実施されることを期待したい。
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